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本論の目的は， Aghion and Howitt (1992， 1996)のシュンベータ一的内生成長モデルにおける禄
数均衡(あるいはpove向rtrap)の発生について分析することにある。
このモデルにおける複数均衡の発生要閃については， Aghion and Howitt (1998)で議論されてい
る，人的資本の外部性 (humancapi凶 externalities)が知られている。この議論では， Aghion and 
Howitt (1992)の l中間財モデルにおいて，人的資本が研究開発 (R&D)のtimearrival rateに直接，
影響することにより被数均衡の発生することが示されていた。





論における議論の特徴を提示し，第 3節では， Aghion and Howitt (1996)のモデルと対照させつつ，
禄数均衡モデルを構築する。第 4節は結論とする。
2.先行研究と本研究の論点
本節では， Aghion and Howitt [1998; p.691の議論を簡単に紹介したのち，本研究の特徴につい
て述べる J
Aghion and Howitt (1998)は， Aghion and Howitt (1992)の 1中間財のシュンベーター的内生成
長モデルを基にした議論であり， Aghion and Howitt (1992)において外生変数とされている，新た





以上の議論の論拠は， R&D労働の増加に伴う人的資本の外部性 (humancapital externalities) 
の発生により，新発明のtimear初alrateが影響を受けることにある c




















3 -1. Aghion and Howittのオリジナル・モデル
本節では， Aghion and Howitt (1996 and 1998 ch.6， 7)のモデルを説明し，それと比較する形






する。 τ時点、に発明された生産ラインから派生したすべての中間!1'ま 一般的知識Aτ を体化
(embody) している。ヴィンテージ τのラインから派生した r}ll¥!iのf[dl数の，時点 tにおける
frEtを 5，ーとする。












と表される。ただし Oぐσぐlである。(1)の積分記号の中身は，ヴィンテージ τのラインから t
時点までに派生したすべての11[日1!1によって生産される最終生産物の量を示している。
3. 基礎的なイノベーション(新たな生産ラインの発明)は 研究活動 (Research)に従事する





ラインの時点、 tにおける開発労働者の雇用量，。ぐAd， 0ぐυぐ1)，s 時点において新たに増加す
る中間財の個数は A'H' A d (ヂ，_yー'となるから，ヴィンテージ Tの生産ラインにおける中間財
の数 Srrは，次のようになる。
2)収機j堕減の仮定については.Aghion and Howitt (1996) p.68を参照されたい。
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ンテージ τのラインから派生した中間財に対する需要は(1)から P，.=aA_(/，.)， -1となり (P，.
は中間l!1の価格).実質賃金を w とすれば企業の利潤1[，ーは aAσfjh-wt l fーとなる。企業
が利潤を最大化するように雇用景 1，を決めるとすれば，雇用量は，
よ 1 1 
I，.t -α 14J. ~ 1二aW，a-l 
となる ο 利潤 172r は次のようになるの
(J-α~ . 




定常成長経路における生産性 Aの上昇率を gとすると，ヴィンテージ r (ぎt)のラインから
派生した中間財の時点、 tにおける雇用量 1 と 最新ヴィンテージのラインから派生した中間財の
雇用量 lftとの1¥1には， (3)より次の関係がある。
1 ，•τ=(ffj e7士山 (5) 
すなわち.[.Jj時点で、見ると，ヴィンテージのjljいラインにおける中間l!iほど雇川が小さくなる。






また，実質賃金 wが生産性AとIriJ率で、 1)封ーする定7完成長経路においては，ヴィンテージ τ(ぎ





































ヴィンテージ T (;;;;t)のラインのH寺点 tにおける開発労働の雇!Il量ヂ 1 については， R&D企
業によって次のように決定される。ヴィンテージ τの lつのラインにおいて，時点 tでは，1"{ Tj， )1-
fliの中間財が発生し，それぞれの'1問財は Wt-の将米利潤をもたらす したがって開発労働者の
賃金を X，とすると.R&D企業の紋大化すべき平!日間 H は.
f1"t三千lX A" (1'Lτy-u玖τXil，.T (9) 
(9)よりヂ t.， はJ欠のようになる c
η;，; ~ [円…'J" 、‘.FOり・且〆a・、
5 
さらに (5)，(6)， (8)， (10)から， I!fJ発労働および生産労働の賃金 X，W が gの率で上昇する定
常成長経路においては，次が成り立つ，
一三ーや τ)
η1，τ二 ηJノ υ(1ーα)' .， (11) 
一三←(1-1) 
ηhてニ ηfJG U(14) (12) 
最後、に ，(8). (10)から，生産労働需要と開発労働需要との[1¥1に，次の関係が成り立つ。






3 -4. リサーチの裁定式 (ArbitrageEquation) 







引現在価値は.研究労働の賃金 xに等 L ぐ ~-~o 生産ラインの発明される Poisson anかaIrateが
.1'であることに注意すると，リサーチの裁定式 (arbitrageequation)が得られる。
x，二入





































































3 -5.成長方程式 (GrowthEquation) 
生産性 Aの L引率(経済成長率)gを規定する成長方程式は， :3 -1節の仮定 6に見るように，
経済成長率は基本ー的にリサーチ労働のf(i!.川量のみによって決まり，次のようになる。
































































































































































































































































































































αl  p+ig i川
λd (1-υ迫-α)，'' 1α )w 
f=rlp+古fg}
uα(1α)( _ ， α._ )x，仇 _ T 










ただし (E1)は中間1市場におけるべIfl'!]1日の価絡決定式であるけ p， はrfl(/'，1l!1の価格で、あり，定1完成
長形路上ではすべての財についてい!じとなる。(E2)，(E3) ， (E4)はそれぞれ，を tに置き換え
た (3)，(13)，そして (16)である。 (E5)， (E6)はそれぞれ (22)の中間!日生産部門の労働市場均衡
式.および(19)のR&D労働市J誌の均術式， (E7)は(17)の成長方程式である。上の 7つの式から




主二=<t(g} <t' >仇 W三2i，x三三L，
A/' A， 





-α(1α)( Pαil_， g _1 
ω=一一一一卜+-=-K p +一一一一一計 (24) 





h =-(1 u迫-ゆ +J_I一一(Iーサ(1-α2 L7 (25) 
λr I入'¥)入r I~ 、，
以上の (23)，(24)， (25)の 3つの式により ， W， X， gが決定される"c
定常成長経路における均衡の経済成長率は， R&D労働の労働rliJ誌の均衡条件 (25)のみから一意
的に決定されることに注意されたい。 (24)から分かるように， '1' 問 n1'~L産の労働需要は，リサー





次に， R&Dの労働市場と r~l 問!日生産の労働市J坊が分 11<Ir されていない場合について，被数均衡の






1" -αJ-a( w， / A，)口
人f=dfv 、(P士 gト)u
η=  1，~u ~ p + /_g ， _ g ~ 一一一-~ 0 一一一一一一一 υ 〉、 -. 
Aruド吋-α) 凸 j
ua(1-α)( -α ，~ T T" 1 '¥ r 1 T Iυ(1-α)一 y









みやかにxが調撃されるとすれば， (23) および (25) から J~J押収)xlまwの減少!刻数になっていることが分かるつしたがって中
tlil!!J生産の労働 rfOj，~の剥幣式を次のように定式化できる
I.J ~. ，(I)i ，1 
γ二 μ{ωIg'，一一トq，γく o (A) 




とである。 (A5) の左辺第 Ul'Jは中 II\JH~ 生産の労働需要(前節E5でwr=xIとおいた式) ，第 2項はリ







l~' (J -uXI α) Jんじ
1(1-υy ~. ， .，~. 2 ， 1 __ 1 




gH ニ.g -G+ J(~-Gy 一例-α沖2/入~}クF，
g九五-G-J(L-GY一例-α沖 2/Ar}/2F ρ 
ところで， αめから労働市場の調整式を
とおくことができる (;1>()は調整速度である)0 (28)は，次のことを意味している。例えば，労
働市場に超過供給があるとき (28の大括弧内が IEのときに市場実質賃金 w(=w/A)が低下す
る。いっぽう仰に (A3)， (A4)から確認できるように，
一 (P士 g肘(P+古)イ (29) 
であるから ，gは Wの減少関数であり，したがって wの低下とともに ，gは上昇することになる。
(26)および (28)から f とf のうち，g"が安定的であり ，g"は不安定であることが分かる九
したがって当初，研究者の人的資本が乏しく，経済成長率がどIよりも低い経済は，経済成長率が







ことができる。 (A5)の左辺第 1Jffに (A4)を代人することにより，
1 p(I α) ， ~.Il~ ， g J )r，- --/+α ト)p + 1.0 ¥ - g r (30) 
λr I g '~[ Iυ(1-α) 6[ 
をf'Jる。 (30)は11fl¥Jl!t '1:}窒のための労働;岳安を示しているこ (30)のなかのg/(1一 α)は， (5)， 
(めから各 11 1 1日H!~ のすたれる速度を示している。 (30) によれば，経済成長率gの低下は，中間Hi 生
産労働への需要を必ずしもほ下させない。というのも，研究脊の人的資本が乏しく，経済成長率



































L-G α(1-<x)P 1 
F= 一てァ'-:~ (A2) 
g Ag 
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